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ヒトは、非血縁者をも含む大小さまざまな集団をつくり協力する点で、他の動物と比較して際だっ

た特徴を持つ。協力的集団形成は、現代社会のみならず、狩猟採集社会などの伝統社会におい

ても見られ、現生人類に普遍的な現象である。本論文では、この協力的集団の形成に焦点をあて、

社会心理学や人類学の知見を踏まえた上で、進化心理学のアプローチにより、Wason 選択課題

（以下 WST）における内容効果について仮説を立て検証を行った。また WST 上でみられた個人差

が、他者一般への信頼感の個人差との関連することを検証し、他者一般への信頼感がパーソナリ

ティとの関連することを検証した。 

本論文の導入に当たる第１章では、進化心理学が従来の心理学とは異なる分析軸を提供する

研究領域であり、とりわけ協力的集団の形成と維持が重要なテーマであることが述べられている。

進化心理学は、心もまた自然淘汰による進化の産物であるという立場から研究を行う、心理学への

研究アプローチである。進化心理学では、人間行動と心理を、進化・適応上の重要な領域によっ

て分類するが、これは、知覚、記憶、推論といった標準的心理学の分類とは異なる軸であり、後者

を水平軸とすれば、垂直軸にあたるものである。それゆえ進化心理学は、標準的心理学によって

別の水平軸に分けられている心理の領域をつなぐ視点を提供する。協力的集団を形成し、維持す

ることは万人に深く関わる適応的心理課題であり、進化心理学の格好の題材の一つである。 

 第２章では、協力的集団の場面を設定したときの WST での内容効果について検討した。WST

では、「P ならば Q」という条件文と、P、非 P、Q、非 Q に該当するケースが示され、条件文の正誤を

判断するためにはどのケースについて不明な情報（P のケースが Q であるか否か、等）を確認する

必要があるか選択するよう求められる。規範論理学的には P と非 Q を選択することが正答であるが、

抽象的な条件文を用いた場合、正答率は 10％程度と低い。しかし「ビールを飲むならば、19 歳以

上でなければならない」といった条件文を提示し、４つのケースは 4 人の人物に該当するとした文

脈を与えると、P と非 Q を選択する回答が増加する内容効果が知られている。WST での内容効果

に対して、領域固有処理に関わる仮説としては、二者間の社会的交換に特有の推論メカニズムに

より生じるとした社会契約仮説や認知心理学による実用的推論スキーマ仮説があるが、テキスト処

理・ルール解釈・関連性の評価といった領域一般的処理に関わる仮説も提唱されている。 

協力集団においては、全ての成員が協力することが集団全体の利益になるが、個々の成員にと

っては他成員の協力に「ただ乗り」した方が、利益が大きいという社会的ジレンマが生じる。協力集



団の維持にはただ乗りへの対処が必須であるため、協力的集団の文脈を用いると、ただ乗りを検

知する回答が WST 上で増加することが予測された。食料分配をモデルに、「資源を得るのならば、

内集団メンバーでなければならない」（標準型）または「内集団メンバーならば、資源を得る」（反転

型）という配分ルールによって、資源が配分される状況を文脈に用いた配分ルール WST を設定し

た。4 つのケース（「外集団メンバー」「内集団メンバー」「資源を得た」「資源を得なかった」）は、資

源配分を要求している 4 名に該当するものとされた。 

配分状況における「ただ乗り」は視点によって変化すると予測され、具体的には資源配分者の視

点からは、外集団メンバーが資源を得ることが「ただ乗り」とされ、WST 上では「外集団メンバー」と

「資源を得た」を選択する回答（外集団排除回答）が増加すると予測された。大学生および小学生

を対象とした２つの実験から予測を支持する結果が得られた。一方で資源の被配分者の視点から

は、資源提供者が内集団メンバーへの配分を拒否することも「ただ乗り」と捉えられるであろう。その

ため「内集団メンバー」と「資源を得なかった」も選択され（非協力検知回答）、結果として 4 ケース

全てを選択する回答が増加すると予測された。大学生および小学生回答者から予測を支持する結

果が得られた。一方で、外集団排除回答のみ、非協力検知回答のみを行う回答者も見られた。 

 第２章の実験結果は、実用的推論スキーマ仮説では説明できないものであったが、社会契約仮

説で説明できる可能性が残った。そこで第 3 章は、配分ルール WST での内容効果が社会契約仮

説で説明可能かどうかを検討した。集団の成員が協働して得た資源が配分されるという文脈を用

いることで、同じルールが「内集団メンバーならば、資源を得る」（配分ルール）にも「コストを払った

者が、資源を得る」（社会契約）にも解釈されうるよう設定した WST を用いた。被配分者の視点をと

った時、本論文の仮説からは外集団排除回答（「外集団メンバー」と「資源を得た」の選択）の増加

が予測される一方、社会契約仮説からは「内集団メンバー」と「資源を得なかった」の選択率増加が

予測された。米国人回答者および日本人回答者から、本論文の仮説を支持する結果が示された。

加えて、二者間の社会的交換の文脈でも、集団の要素を明示すると外集団排除回答が増加する

ことも示された。 

 第 2 章と第 3 章の実験から、被配分者の視点の配分ルール WST では、外集団排除回答と非協

力検知回答の両方をする回答者（全て選択）がいる一方、いずれか一方にあたる2ケースだけを選

択する回答者もいるといった個人差が示された。第 4 章では、この個人差が他者一般への信頼感

（一般的信頼）と関連することを検討した。他者一般にたいして高い信頼感をもつことは、悪意のあ

る人物に搾取される危険性が増す短所がある一方で、既存の関係から人を解放し、新たな社会関

係を築く機会をもたらす。つまり一般的信頼の高い人は、社会関係においてより開放的であり、内

集団・外集団の区別が少ないことが考えられた。他方で一般的信頼の低い人はより閉鎖的であると

考えられた。以上から一般的信頼の低い人（低信頼者）は、より外集団排除の推論をする傾向が強

いとする予測を立てた。日本の大学生を対象とした実験により、予測を指示する結果が得られた。 



 第 5 章では一般的信頼感の個人差の起源について検討した。信頼研究から、高い一般的信頼

は、新たに有利な社会関係を構築する機会をもたらすと論じられている。しかし内向的であったり

協調性が低かったりするために、新たな社会関係をゼロから構築するのが困難な個人にとっては、

一般的信頼を高くすることの利益は低いであろう。以上から、外向性と協調性というパーソナリティ

次元と一般的信頼のあいだには、前者を原因、後者を結果とする因果関係が見られると予測した。

一卵性および二卵性の双生児ペアを対象とした一般的信頼尺度および NEO-PI-R 性格質問紙の

データについて共分散構造分析を行ったところ、予測を指示する因果モデルがもっとも高い適合

度を持つことが示された。 

 これらの理論的検証および実証データから、進化心理学的アプローチにより、推論課題とされる

WST から、社会的態度である一般的信頼、そしてパーソナリティの個人差といった、標準的心理学

では別の領域に分けられる諸問題が、協力的集団という軸によって関連性を持つことが示された。

一方で、WST における内容効果が領域特殊な推論の産物なのか、それともテキスト処理などの領

域一般の能力が、ある文脈で特有の働きを示した結果なのかといった問題については、本論文の

データから結論づけることはできず、今後の課題として残された。 

 以上のように、本論文は、協力的集団の形成と維持という適応課題に対して、領域固有的な認知

処理が作動することの証拠を多数の実験を通じて示している。実験はおもに教室内で行われたた

め、十分な統制がとれていない部分もあるが、それらについては側面的な証拠から補強されている。

また、本研究を通して、進化心理学的アプローチが、細分化が進む標準心理学や社会科学、人類

学を統合的に議論する有効な視点であることが示されている。 

 したがって、本委員会は一致して、論文提出者に博士（学術）の学位を授与するが適当である、

との結論に達した。 


